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京都民医連第 62 回（第 57 期）定期総会運動方針（案） 

第 56 期京都民主医療機関連合会理事会 

■第 62 回総会スローガン（案）  

●平和的生存権・人間の尊厳を守る立場で、国連憲章、国際法に反する暴力・戦争 
を止めるために行動しよう。 

●大軍拡を止め、多様性の尊重・ジェンダー平等といのち第一の政治を実現するた
めに、共同組織とともに、地域から人権・公正の波を起こそう。 

●７０年の歴史を力に、「ケアの倫理」を深め、「２つの柱」の全面実践で、「人権 
の砦」たる民医連事業所を守り、発展させよう。 

●京都民医連 6 次長計を全職員の英知でつくりあげ、次の 10 年に向けて共同組織と
ともに奮闘し、前進させよう 
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～はじめに～ 

新型コロナウィルス感染症の対応で京都民医連の定期総会は、第 60 回、61 回と 2 期続けて完全 Web で開
催しました。集まることが困難ななかでも規約に準拠し、民医連運動をすすめるために創意工夫しながらこの
4 年間、本当に私たちは奮闘してきました。コロナ禍で受け入れ病院が見つからない人、搬送してもらえず心
ならずも「留め置き死」となった高齢者など、医療・介護現場では本当に辛く、悔しく、しかしその中でも必
死になって、いのちを守るために奮闘してきました。また、自粛によって経済活動が停滞するなかで、地域の
支え合い活動として食材プロジェクトなどの取り組みで新たな共同の輪も広げることができました。いま、新
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型コロナウイルス感染症の５類移行を経て、感染対策は継続しつつ、いろいろな場面で集合や対面による活動
も再開され、コロナ禍をくぐった新しい局面に向かいつつあります。京都民医連第 62 回定期総会は、4 年ぶり
に集合形式で開催します。久しぶりに会う民医連の仲間とともに今日までの奮闘をお互い労い称え合いましょ
う。 

 京都民医連は 2023 年 8 月 14 日に結成 70 年を迎え、レセプションでは民医連内外からの多くの祝辞を受けま
した。様々な困難はありましたが、「無差別・平等の医療と福祉の実現をめざす組織」（民医連綱領）である京
都民医連の 70 年の歩みが、地域の方たちに支えられ、頼りにされ、ともに歩んできた 70 年だったと確信でき
ました。 
 2024 年１月１日午後４時１０分、石川県能登地方で発生した能登半島地震は、石川県志賀町で震度７を観
測し、北海道から九州にかけて最大震度６強を観測しました。4 月５日現在、死者は 245 人、陸路や通信の寸
断など救助活動は難航し、今なお 6672 人が避難生活を強いられています。京都民医連として直接的な支援を
行いつつ、全国の活動に連帯して生活再建に向けた権利の保障を行っています。また想定される南海トラフ地
震、首都直下型地震など大規模災害にとどまらず、頻発する規模の大きな地震、台風の巨大化、豪雨災害・内
水氾濫の頻発など、新しい災害が増えています。ＢＣＰの策定と更新は、これまで以上に重要です。 

ロシア・プーチン政権によるウクライナ侵略は 2 年にわたり、イスラエルのガザでのジェノサイドは、軍事
大国であるロシアとアメリカの「ダブルスタンダード」によって国連憲章と国際法が蔑ろにされ、今もなお無
辜の民がいのちを落としています。いのちと健康を何よりも大事にする民医連として、非戦を訴え続け、あら
ゆる戦争をやめさせましょう。 

今度の総会では、2 年間検討してきた京都民医連第６次長期計画案を提案します。6 次長計は、2030 年に向
けて京都民医連の前進・発展を目指す方針となりますので、討議をかさね決定できるよう取り扱いを提案しま
す。2024 年のトリプル改定は医療・介護の経営にとって、より深刻な影響を与える結果となりました。私たち
は、国民の受療権をまもり、公正な医療を提供するため、力を結集して、改定に対応しつつ再改定を求めるな
どのたたかいをすすめ、経営危機を全職員参加で必ず乗り越えていきましょう。 

第 62 回定期総会の目的は、(1)全日本民医連第 46 回運動方針を京都で全面実践するための具体的な方針を
確立すること、(2)全日本民医連第 46 回運動方針と京都民医連第 62 回総会方針の先頭にたつ第 57 期役員体制
を確立すること、(3)決算の承認と次期方針を支える予算を決定すること、の 3 点です。 

 

第１章 私たちを取り巻く情勢  

第 1 節 ロシア・アメリカの「ダブルスタンダード」を許さず、日本国憲法を世界に発信しながら非戦の運動を
強めよう 
 

ロシアがウクライナへの侵略戦争を開始して 2024 年 2 月 24 日で 2 年が経ちました。プーチン政権は、撤退
を求める国際社会の声を無視して侵略を続けています。ロシア国内では、反戦デモを呼びかけていた反体制派指
導者アレクセイ・ナワリヌイ氏の獄死を機に、追悼や抗議が広がっています。侵略をやめない限り、ロシアは世
界でますます孤立し、国内でも矛盾を深めざるをえません。国連総会が 4 度にわたって決議した、即時、完全、
無条件撤退を直ちに実行すべきです。今求められる国際的な団結の障害になっているのが米国です。ロシアの侵
略は国際法違反と言いつつ、ガザ地区への無差別攻撃で 3 万人の命を奪ったイスラエルには国際法違反とは言い
ません。即時停戦を求める安保理決議案には何度も拒否権を行使して、異常なほどのイスラエル擁護を続ける「ダ
ブルスタンダード」は直ちにやめるべきです。国内外の世論に押されようやくアメリカがイスラエルに対して停
戦の働きかけを始めた中、本来、戦争放棄＝非戦をかかげた憲法 9 条を持つ日本の出番です。日本政府もこうし
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た問題点を米国に指摘し、「国際法・国連憲章を守れ」の一点で国際社会が団結するよう働きかけ、非戦の運動を
こそ強める必要があります。 
 
第 2 節 京都府民の現状～広がる貧困と格差～ 

第 1 項 コロナ後の京都経済の状況と府民の生活 
 京都府内上場企業の 2022 年度決算（2023 年 3 月期発表の決算短信）で、内部留保（資本剰余金と利益剰余金
の合計）額の上位 10 社の合計額が 10 兆 8134 億円となっています。2012 年当時は 5 兆 7264 億円であり、10 年
間で 2 倍近くになっています。一方、2023 年 12 月の消費者物価指数は前年同月比 2.6％上昇し、2020 年同月比
を 106.8％の上昇です。同時期の京都府下労働者の賃金の伸び率は 105.5％と物価上昇に追いついていません。
経済の好循環のために内部留保を社会的にどう活用するかが問われます。労働者の実質賃金は低下しています。 
京都府の「相対的貧困率」は 19.96％(24 年 1 月)で全国平均 19.09％を上回っているのが実態です。「ひとり親世
帯の相対的貧困率」は 24.75%となっています。コロナ禍を経ても、貧困と格差解消には向かっているとは言え
ません。今こそ賃上げや社会保障を充実し、府民の貧困と格差を是正するために内部留保を社会的に還元するこ
とが必要です。 
 

第 2 項 京都の医療・介護の状況、2024 年トリプル改定を踏まえて 
①京都の状況はどうなっているのか 
 国による医療制度構造改革は、都道府県をコントロールタワーに据え、都道府県間の医療費の地域差是正に
よる「適正化」を目指し、医師数・病床数の「平準化」を「地域医療構想」「医師偏在指標」「外来機能報告」
や新たな「かかりつけ医機能報告制度」等を通じ、その実現を迫る中央統制的なものです。 
 国の「医療計画について」（医政発 0615 第 21 号、最終改正・2023 年 6 月 15 日）は「今般の新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大により、我が国の医療提供体制に多大な影響が生じ、救急医療をはじめ、地域医療の
様々な課題が浮き彫りとなり、地域における入院・外来・在宅にわたる医療機能の分化・強化、連携等を行う
重要性や、地域医療全体を視野に入れて適切な役割分担の下で必要な医療提供を行う重要性などが改めて認識
された」と述べています。しかしコロナ禍が浮き彫りにした「地域医療の様々な課題」から得るべきは「入院・
外来・在宅にわたる医療機能の分化・連携を行う重要性」でなく、圧倒的な医療資源の不足です。 
 こうしたもと、京都府は 2024 年からの第 8 次保健医療計画を策定します。地方自治体に求められるのは、
国の中央統制的な政策にたいして、府民の命を守る砦としての役割を果たすことです。この点で、「医師数等に
ついての実態の記載は現行計画よりも詳細であること」「府独自の京都式医師偏在指数」(保健医療計画「中間
案」より) にもとづき施策の具体化を図るとしていることは重要です。一方、2019 年に行われた需給推計で
は、2025 年の看護職員需要は、実人員 41,896 人、常勤換算 36,891 人とされ、大幅な養成増、確保・定着対策
が必要であるにもかかわらず、「中間案」ではそれに見合うものになっていません。今後住民の生命を守る地方
自治体として京都府がその役割を発揮できるか注目されます。 

 
②トリプル改定をふまえて 
2024 年度は公的医療保険の診療報酬、介護保険の報酬、障害福祉サービス等の報酬の改定額を同時に決める

「トリプル改定」の年ですが、経営改善につながる改定とは言えません。診療報酬は本体部分 0.88％の改定です    
が、薬価(▲0.97％)・医材(▲0.02％)合計で 1％の引き下げであり、改定率は実質▲0.12％です。 
介護報酬も改定率 1.59％(処遇改善 0.98％)であり、本体だけでは 0.61％です。前回の 0.7％と比較して改定率は
縮小しています。医療・介護は、社会的共通資本（コモン）であり、コロナ禍の教訓を踏まえれば、経営や運営
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に平時から一定の余力が必要なことは明らかです。軍事費の増額ではなく、経済的事情で医療や介護を受けるこ
とができない人びとが、無差別・平等に医療や介護を受けられるための公的制度拡充と、国民にとって安全・安
心の医療・介護を提供するための診療報酬・介護報酬の大幅な引き上げが必要です。あわせて、報酬の引き上げ
が国民負担にならないよう、国庫および事業主負担（中小企業を除く）を増やし、国民の保険料負担の引き下げ
や一部負担金の軽減も欠かせません。 

 

第 2 章 2 年間の取り組み 

第 1 節 全ての活動を共同組織とともに 平和とくらしを守り人権としての社会保障を 

第 1 項 コロナ禍での対応と活動、地域住民のいのちと健康を守る運動 
 新型コロナウイルス感染症対応では、コロナ感染対応の病床確保、発熱外来開設、ワクチン接種や在宅系サ
ービスの継続など、医師会を始めとして地域の様々な機関と力を合わせて、その最前線で踏ん張ってきました。
事業機能を維持するため、人と人、人と社会とのつながりを途絶えさせないため、オンライン通信などのツー
ルも活用しながら、様々な「工夫」を講じて活動を行ってきました。その経験の中で、社保活動、まちづくり
の活動、学習活動などはスタイルを変えながらも大きく広がったとも言えます。 
 共同組織運営面での 2 年間の前進は、各共同組織の活動発表を連絡会代表者会議に位置付けて、実践交流す
るとともに秋の月間へつなぐ流れを作ってきたことです。また、役員連絡会の参加を多くの組織へ呼びかけた
結果、医療生協や北部からの参加も得て、恒常的に議論できる場へ変化してきています。 
 

第 2 項 日本国憲法の改悪を許さない取り組み 
 改憲を許さない取り組みは、2022 年 5 月から 2023 年 3 月の期間は「憲法闘争本部」、以降はまちづくり政策
部の重点課題として、署名の推進、学習、宣伝・アピール、経験交流、各種集会や企画への参加を中心に進めま
した。県連独自の３つのピースチャレンジ(署名 100 筆・3 分スピーチ・オリジナルプラスター)には約 50 名が
参加しました。署名チャレンジャーは、旧友・知人総当たり(手紙)、自宅や事業所周辺への大量ポストイン(署名
と主旨添え)、職場仲間の協力を得ての達成や、患者さんとじっくり向き合っての積み上げなど、実践的に貴重な
財産を生み出しました。自分の言葉で語るスピーチやプラスター宣伝は貴重な経験になっています。日本を戦争
する国にしない・させない行動「ＮＯ  ＷＡＲ」が改憲を許さない行動であり、ロシアのウクライナ侵略、ガザ
地区へのイスラエル軍事攻撃に対して「即時停戦」を求める世界の市民社会の願いそのものであることは間違い
ありません。2022 年 12 月に安保三文書が閣議決定され、岸田政権は社会保障をはじめ暮らしに必要な財源を削
減することで防衛費＝（軍事費）を拡大し、戦争する(できる)国づくりへ戦後の政策を大転換しました。以降、
大軍拡阻止、9 条改憲阻止、医療・介護、社会保障の充実を一体とした取り組みとして運動を進め、新春のつど
いは、「人権を真ん中に憲法を考える」を企画し、大勢の職員・共同組織構成員で学び共有しました。 

   
第 3 項 2022 年 7 月参議院選挙等 各選挙の取り組み 
（参議院選挙） 
 京都民医連は 2022 年参議院選挙を、「憲法 9 条改憲や軍事費増額で日本を戦争する国にするのか、憲法を生か
した平和外交で戦争をしない国とするのか、物価高騰から暮らしをどう守るのかが問われている選挙」と位置づ
け、国会で改憲勢力を 3 分の 2 以下にすることを目標にたたかいました。「軍事かケアか」、貧困と格差を拡大さ
せる新自由主義の政策を続けるか変えるのかの選択でもあり、理事会として「全員が主体的に考え、積極的に行
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動し、必ず投票に行きましょう」とアピールを採決し投票行動を呼びかけました。コロナ感染者が急増する中で
行動の制約はありましたが、職員・共同組織構成員を中心に、地域で力を合わせた行動で奮闘しました。結果は、
自民党と公明党の議席をあわせて定数の過半数を超え、改憲に積極的な維新・国民民主の 4 党を加えると国会で
の改憲発議に必要な 3 分の 2 以上の議席をもつことになりました。主権者の選挙争点への意見について、NHK
の出口調査では、憲法改正を重視して投票した人はわずか「5％」であり、国民は必ずしも憲法改憲を望んでいる
とは言えません。かつてない憲法の危機という認識を強め、組織をあげて全力で平和憲法を守り抜く必要があり
ます。 
（沖縄・岩手知事選） 
 2022 年 9 月 11 日投開票の沖縄知事選挙では沖縄県名護市辺野古の米軍新基地建設反対、沖縄の平和と民主主
義を守るたたかいに連帯し、カンパや激励メッセージ、そして現地の支援に職員を送り出し闘いに貢献し、デニ
ー知事が再選しました。また全日本民医連から呼びかけのあった 2023 年 9 月 3 日投開票の岩手知事選挙にも、
現地にはじめて職員を派遣するなど支援を行い、達増知事の 5 期目の勝利に貢献しました。 
（京都府内の首長選挙と連帯した首長選挙） 
 京都民医連加盟事業所が所在する自治体では、2023 年 1 月に行われた舞鶴市長選挙で、竹内まさお氏を推薦
しましたが、京都初の維新の会所属市長が誕生しました。2023 年 5 月の堺市長選挙では、野村ともあき氏の支
援行動に 20 数名が参加しましたが、勝利できませんでした。 
（2023 年 4 月統一地方選挙） 
 2023 年統一地方選挙では、身近な自治体への要求実現と、主権者としての投票行動を結合して呼びかけて奮
闘し、翌年の京都市長選挙へつなげました。 
（京都市長選挙） 
 2024 年 2 月 4 日投開票で行われた京都市長選挙は、4 年前に続き立候補された福山和人さんを推薦し、「つな
ぐ京都 2024」に参加する民主市政の会の一員としてたたかいましたが、勝利することは出来ませんでした。京都
市政の現状や問題点、市民の声から作ったマニフェストなどを学び、福山さんの人柄や見識の広さと深さにも直
接ふれ、京都市長にふさわしい最良、最高の候補との思いを強くして事業所・共同組織の皆さんと共に奮闘しま
した。自民党の政治資金パーティーと裏金作りや、市長候補者の架空パーティー問題が起こるなど、金権腐敗政
治に対する大きな批判の中で、全国から京都市民の審判が大変注目される選挙でしたが、全国・近畿地協の仲間
の熱意溢れる支援活動の姿に励まされ、勇気をもらい、最後まで駆け抜けることが出来ました。今回は残念な結
果になりましたが、今回の市民が政治をつくる流れを確かなものにしていくため、その「つながり」を「広く」
「太く」する活動が求められています。 
 
第 4 項 戦争反対、核廃絶・核兵器禁止条約への批准を求める行動 
 2022 年からのロシアによるウクライナ侵略、2023 年のイスラエルによるガザ攻撃など、世界の平和と人権、
社会進歩への深刻な逆流があらわれています。2023 年 1 月に開催した新春のつどいでは 龍谷大学政策学部の
奥野恒久教授の講演をうけ、ウクライナなどの戦禍に引き寄せて「平和憲法をもつ日本が本来果たすべき役割」
について認識を深める学習になりました。国民平和網の目行進へのリアル参加、そして 3 年ぶりに現地広島で開
催された 2022 年原水爆禁止世界大会、2023 年長崎大会へも代表団を派遣しました。2023 年バイバイ原発きょ
うと集会、原発ゼロをめざして 3.12 北部集会など、リアル参加を追求しつつ、条件にそって WEB 参加も活かし
て取り組みました。核兵器禁止条約は 2017 年 7 月に国連総会で賛成多数にて採択され、2020 年 10 月に発効に
必要な 50 か国の批准に達し、2021 年 1 月 22 日に発効されました。唯一被ばく国である日本はこれに批准して
いません。批准する署名運動と批准できる日本政府をつくることが重要です。まいづる協立診療所、京都協立病
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院の敷地に「9 条の碑」を建立し、平和の願いを形にする全国の取り組みに連帯しています。コロナ後は「アピ
ールする」という面では「集まって行動する」ことの大切さを、あらためて認識しています。 

 
  

第 5 項 地域で力をあわせて 医療や介護供給体制を強め、医療や介護へのフリーアクセス、受療権守る取り組
み 

コロナ禍は医療や介護提供体制の脆弱性を浮き彫りにしました。「社会的共通資本（コモン）」である医療や介
護事業が、その役割を果たしていくためには、ケア労働を担う人材が必要です。2023 年 5 月 13 日看護職員の処
遇改善と体制拡充にむけて取り組んだナースウェーブ（四条烏丸）は、2022 年 10 月の診療報酬改定で新設され
た「看護職員処遇改善評価料」について、施設間等での公平性・不団結が生じる問題であることを訴え「すべて
の看護職員の処遇改善をもとめる請願」を看護師自身の生の声で訴えました。京都府看護協会との懇談や民医連
外の病院看護部長・訪問看護事業所・連携団体の訪問等も行いました。京都民医連看護部の呼びかけで 2023 年
4 月と 5 月に「ナース・アクションデー」として多職種と共に街頭宣伝や外来や病棟にこられた方に声をかける
など、各事業所で署名活動に取り組みました。2023 年 5 月 30 日には各事業所等でのナース・アクションで集め
た 93269 筆の署名を提出する国会請願行動（全日本民医連の行動提起）に、京都から看護師 2 名、事務 2 名が参
加し、京都選出の国会議員 6 名を訪問しました。 
 介護の改善を求める介護ウェーブは、介護保険自体が「機能不全」「人手不足」「財政破綻」の３つの制度的危
機に直面していること等を訴える広げる機会として、コロナ禍でも途切れることなく組織的に位置付けて取り組
みました。2022 年 11 月 13 日は 100 名を超える参加者が、4 か所に分かれて「介護現場の生の声」を訴えてい
ます。2023 年度は、2023 年 11 月 11 日「Ｃ＆N+D」とネーミングし、介護ウェーブ、ナース・アクション、ド
クターズデモンストレーションの統一行動を行い、より幅広い「リアル（現場でおこっていること）の声」をあ
わせて 150 名がケア労働者の処遇など制度の改善をもとめました。 
 保険で良い歯科医療を進める運動では、「保険で良い歯科医療京都連絡会」に結集し運動を展開、全日本民医
連「歯科酷書・第 4 弾」に向けた事例報告を各院所で 1 事例以上報告しました。2023 年 1 月から開始した「保
険で良い歯科医療署名」は医科や共同組織、健診事業所等の協力を得て全体で 2,534 筆（目標 8,000 筆 31.7％
2023 年 3 月末）を集約し、また 6 月の署名提出総行動集会にむけてさらに取り組みを進めました。他、薬剤師
を中心にした、「薬害根絶デー」も全国の取り組みと連帯し、毎年 8 月 24 日に街頭で訴えアピールしています。
その他受療権を守る署名活動では「マイナンバーカード取得義務化につながる健康保険証の原則廃止とマイナン
バーカードの保険証利用等に係るシステム導入の義務化の撤回を求める」「75 歳以上医療費窓口負担 2 割化に反
対する請願署名」「国の制度として、18 歳までの医療費窓口負担を無料に」「敬老乗車証改悪中止署名」など組織
的に位置づけ取り組みました。また社保課題、情勢を学ぶ一つとして理事会での会長挨拶を、「プレゼン動画」に
した「今日も快調動画」を組織内で共有し学習の一助にしました。調査活動では「手遅れ死亡事例調査」や「後
期高齢者アンケート」などに加え、県連独自のソーシャルアクションとして、2022 年度熱中症予防のための調査
を実施（64 事業所で 682 人調査）し、その一例では「室内 35 度超えの家」があるなど問題意識を高める機会に
なりました。日常の医療・介護福祉活動、社会保障や平和、まちづくりなどでの意見や要望を請願書・意見書と
して議会に届ける活動では、2022 年 10 月京都市へ「高齢者インフルエンザワクチン接種料における非課税世帯
の負担増中止を」を提出しました。また京都市市長選挙の取り組み「出張タウンミーティング」の中で、薬局に
おける無料低額診療事業適用の必要性を直接立候補者に訴えました。他団体との協力では、京都社保協と共に
「2022 年京都府地域医療シンポ」企画に取り組み、「医療や介護施設の動向が暮らしに影響することを深刻に考
えて活動することが大事」との認識を深め合っています。また京都社保協総会では、中川会長が新副議長に選出
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され、地域社保協への結集を強めています。2022 年 9 月京都社保協総会ではコロナ禍の格差と貧困をテーマに
各団体で調査活動や相談活動でつかんだ事例を報告しています。 

 
第 6 項 共同組織の取り組み 

2023 年度秋の共同組織強化・発展月間では、「『地域の困った』に寄り添い、『わくわくする活動』をめざし、
戦争のない平和な日本、安心して暮らし続けられる地域づくりをすすめましょう」をスローガンに、8 月 31 日の
京都民医連共同組織連絡会総会と月間スタート集会の同時開催からスタートしました。コロナ禍のなかで模索し
てきた私たちの知恵と工夫を月間へ結実しようと意思統一し、各法人(事業所)と共同組織が共同して実践してき
ました。3 か月にわたる 9 月～11 月の期間 (法人単位で設定)を、月間と位置づけて取り組みました。 
（構成員といつでも元気拡大の到達と経験） 

構成員は、目標 2037 人(世帯)に対し、1391 人(世帯)の拡大、達成率は 68.3％ (信和会 1 組織、葵会 4 組織、
保健会 5 組織、伏見健康友の会の計 11 組織が目標を達成しました) でした。いつでも元気誌は目標 346 部に対
し、175 部の拡大、達成率は 50.6％（信和会 1 組織、葵会 4 組織、保健会 2 組織、やましろ、メディカの計 9 組
織が目標を達成しました) でした。構成員は、どの組織も年間拡大目標を決めて、力を集中する期間を秋の月間
と位置付けて取り組みを進めています。構成員の高齢化に伴う減少(退会)が相次ぐ中、共通目標の「年間純増」
へ到達するには、月間での奮闘が鍵ですが、2023 年は 10 月末現勢にて、期首比プラスに転じることが出来まし
た。一方、いつでも元気誌は、月間中も勢いをつけることが十分ではなく、期首比マイナスで推移しています。
目標を達成した取り組みの特徴としては、決めた目標にしっかりと向き合い、事業活動(健診や予防接種)と結び
つけた取り組みが成果に結び付いています。「減少を続けている現勢の回復(減少にストップ)」を掲げ 220 通の
ダイレクトメールによる新入会が弾みとなって統一行動にも取り組んだケース、産業医として継続的に関係をも
っていた事業所に「健康づくりの視点を事業所に」と率直に訴え 100 人超の従業員(施設職員)の入会に結びつい
たケースなど様々な経験が報告されています。「地域」だけではなく、「職域」へのチャレンジも研究・検討事項
といえるでしょう。いつでも元気拡大の経験では、「元気誌の魅力を語る」「見本誌を徹底的に活用する」「新入職
員へのお試し購読」などの取り組みが成果の土台にありました。 
（取り組みの広がり、まちづくり） 
 コロナ禍に、地域で広がった食糧（料）支援や、こども食堂、フードパントリーなど助け合い活動は、共同組
織や地域社保協、連携する団体や個人と相談しながら関わりがひろがっています。2023 年 1 月、民医連事業所
や共同組織が関わる食料支援や相談会の取り組みの経験を交流する目的で「食プロ相談交流会」を開催しました。
下京健康友の会では、こども食堂から発展して食料支援プロジェクト活動を開始し、11 月は 30 名、12 月は 75
名が参加するなど、広がりを作っています。龍谷大学大宮キャンパス教務課に食プロの案内をしたり、ワンルー
ムマンションにも配布 ビラをみた学生がボランティアで参加するなどの経験も報告されました。近畿高等看護
専門学校では 学生要求から出発した食糧支援の「きんかん食プロ」が取り組まれました。併せて「高すぎ
る学費と教育ローン」物価高騰、生活がままならない学生の救済、高等教育無償化などを訴える署名活動を
行いました。 
 

第 2 節 医療・介護の 2 つの柱を深化させる事業活動 

第 1 項 医科・歯科・介護を一体ですすめる事業活動の前進 
①地域の中でより豊かに「2 つの柱」の実践を 
 コロナ禍で経済的困窮と健康格差が以前にも増して深刻化するなか、「２つの柱」を地域でより豊かに実践す
ること、地域のニーズをしっかりと受け止め、医療・福祉複合体としての真価を発揮し、「ケアの倫理」に根ざし
た無差別・平等の医療・介護サービスを一体的に提供することをめざし奮闘しました。運動課題と並走し、私た
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ち自身がアップデートすることを正面に据え、SDH の取り組み強化、多職種連携やそれを進める人材育成の機
会づくり、そして職能間の交流、業態や事業所を越えた事業連携を図ってきました。2022 年度の外来機能報告制
度の施行、かかりつけ医制度の在り方、外来における看護職の役割や専門性の発揮など、地域包括ケア推進での
入院医療と在宅療養をめぐり外来看護職への役割が広がっており、看護部では、診療所の看護の質向上に向け
2022 年 9 月から「看護部診療所委員会」を立上げ、診療所が抱える課題などを共有し、他事業所の報告を受け横
断的に支え合い、課題解決に繋げてきています。また、大型化している在宅部門に特化した課題への対応として、
京都民医連太子道診療所、吉祥院病院、京都民医連あすかい病院往診センターで 2023 年 3 月より「在宅部門責
任者会議」を開始しました。民医連の在宅看護の質の在り方、育成課題、連携・情報共有等を目的として隔月で
開催しています。京都民医連中央病院「多職種カンファレンス塾」では、職種を越えて「倫理、ＳＤＨ、意思決
定支援の視点を取り入れ、各専門性を認識しチーム医療を行う」ことを目的に開催、「ＩＣＦ（国際生活機能分
類）をつかって カンファレンスをやってみよう！」をテーマにした取り組みがなされました。急性期 365 日リ
ハの実践については、京都民医連中央病院の急性期病棟で 365 日リハが開始され、在院日数の短縮が求められる
中で、早期のリハ介入が行なわれています。在宅分野のリハ強化については、一部在宅分野の人員配置を増やし
た事業所もありましたが、小規模事業所での採用の困難さもあり、需要に応じきれない状況があります。医薬連
携では、京都市東エリアにおいて 2017 年に締結済みのプロトコル実装に学び、今期、西エリアでは中央病院が
プロトコルを運用開始し、太子道診療所－コスモス薬局、吉祥院病院-あゆみ薬局でもプロトコル締結が完了して
います。フォーミュラリについては、作成の推進と運用に向けた調整を薬事委員会と共に推進させ、フォーミュ
ラリ作成とホームページへの掲載に至りました。 
 歯科では前期からの医療活動方針の柱である「連携」と「地域包括ケアへの参画」において、県連学術運動交
流集会での歯科部企画（「2040 年を見据えた歯科ビジョン」オーラルフレイルをテーマに多職種連携のあり方を
提起し、また、医科歯科懇話会、地域包括ケア集会等へも参加しました。2018 年改定の新規算定「口腔機能低下
症」（2022 年改定で対象年齢が 50 歳へ引き下げ）、SPT 患者獲得強化など県連全事業所が取り組みました。京
都民医連中央病院歯科口腔外科は、常勤歯科医師 2 名から 3 名体制（2023 年 4 月より常勤歯科衛生士 4 名）と
なり院内周術期の取り組みや外来診療の展開をはかっています。 
 介護と医療の連携では、そのひとつとして「京都民医連精神科と介護の連携を深めるための懇談会」をオンラ
イン開催しました。今回の懇談会をきっかけに入院施設を持たない総合病院の精神科チームと医療介護の枠を越
えたネットワークを広げ、地域際でのつながりを活かした視点強化につながりました。 
 医療部・医療介護安全推進委員会では 2024 年 1 月医療介護安全講演会を企画し、「多職種と患者参加で取り
組む薬剤安全～効果的な確認方法を理解しよう」をテーマに、京都大学附属病院医療安全管理部 松村由美教授
に講演をしていただきました。また保健予防委員会主催では保健師・栄養士交流集会を開催しています。介護福
祉部会主催では「感染予防について」介護事業所職員を対象にしたオンライン学習会を実施しました。法定学習
会も計画的にとりくまれ、2023 年 2 月法定学習会では「認知症について」をオンラインで開催し、多職種のグル
ープワークでは、「職能が違うからこそ学ぶことができる」などの声が寄せられました。2023 年 5 月「誰のため
に 何のために」をテーマに、介護の理念学習交流集会を実施しています。薬剤部では 2022 年 9 月「薬薬連携
におけるプレアボイド事例検討会」病院薬剤師、保険薬局薬剤師 21 名がオンラインで参加。2023 年 11 月には
薬局薬剤師を対象に、京都民医連内の地域包括支援センターとの連携で、「地域包括ケアを学ぶ」をテーマに学習
会を実施しています。リハ部が主催するリハシンポでは「利用者の生活に寄り添った多職種連携の実現にむけて」
をテーマに実施されるなど、「質向上」「多職種」「連携」などをテーマにした具体化や学びの機会をオール京都民
医連で取り組んできました。 
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②その他 社会的課題にそった活動  
（ＰＦＡＳ） 
 環境省は 2020 年、水道水や環境中のＰＦＯＳ＋ＰＦＯＡの濃度が１リットルあたり５０ナノグラム以下とい
う暫定目標値を設けました。アメリカの環境保護局は 2023 年 3 月基準を厳格化し、ＰＦＯＳとＰＦＯＡの基準
値をいずれも１リットルあたり４ナノグラムとしました。環境省はＰＦＡＳの健康影響について、国内での被害
事例は確認されておらず確定的な知見はないとしていますが、地域住民の不安が高まり、環境調査や住民の健康
調査を求める運動が各地で起こっており、民医連の多くの事業所が協力しています。京都民医連では、2023 年 
9 月にＰＦＡＳ学習会を開催し、京都民医連内外から 76 名が参加しました。やましろ医療生協では、2023 年 11
月に宇治地域で 20 歳以上を対象に８系統ある水道系統別に協力者を地域の方々に説明会を実施し 45 名が参加
しました。京都大学と協力をし、2024 年 1 月に京都大学宇治キャンバスにて 80 人、あさくら診療所にて 20 人 
を対象にＰＦＡＳ検査を実施、全体検査数 87 名のデーターを京都大学で判定後、協力者への結果返し後の対応
として、あさくら診療所にて相談外来などが予定されました。  
（避難者集団健診） 

2023 年 12 月 12 年間つづけている避難者集団健診を実施しました。32 名（受診 19 名）が参加し、「両親の
精神的な不安も解消させてもらっている」「成長過程の子どもたちの身体状態を年 1 回の健診で知ることができ
て安心」などと感想が寄せられています。 
（アスベスト被害） 

2021 年 5 月にアスベスト被害に対する国家賠償法「特定石綿被害建設業務労働者等に対する給付金等の支給
に関する法律」が成立し、2022 年１月に施行されています。アスベスト対策委員会では、全京都建築労働組合と
の懇談を受け、各民医連事業所の健診担当者で、健診実務やアスベスト健康被害対応、労災申請や健康手帳発行
対応状況について交流を行いました。そして、2022 年 4 月より、京都城南診療所が石綿健康管理手帳所持者健
診の指定医療機関の認定を受けることができました。2023 年 7 月に、「アスベスト被害を考える」をテーマに民
医連内学習会を行い 65 人が参加しました。同年、10 月に「アスベスト被害の根絶をめざす京都の会」総会が開
催され、アスベスト対策委員会から 2 名が参加しました。 
③重点課題として取り組んだ 患者・利用者・家族からの暴力・暴言・ハラスメント対策 
 2023 年 1 月 介護福祉部主催「カスタマーハラスメント」学習会には 42 名が参加。京都第一法律事務所の弁
護士尾崎彰俊氏からカスタマーハラスメントと事業所内のハラスメントについて認識を深める講義をいただき
ました。「どのスタッフにもこのような研修が必要」「育った世代、時代、見てきたものによって認識がずいぶん
ちがうということを改めて知りました」などの感想が寄せられました。医療・介護安全推進委員会主催で「ＮＶ
Ｃ （non violent communication 非暴力コミュニケーション）」をテーマにした学習会も開催しました。   
④第 15 回京都民医連学術運動交流集会 

第 15 回京都民医連学術運動交流集会はコロナ感染状況を鑑み 2023 年 3 月に完全 Web で「コロナ禍でつむい
だ人権・いのちの歩み」～70 年の歴史を迎えて新たな未来と平和を語ろう～をメインテーマに 782 人の参加で
開催しました。午前の記念講演では「コミュニティデザイン」をテーマに山崎亮氏に「コロナ禍における人と人
がつながる地域づくり」について講演、午後からは、各部企画を 2 部制に分けて開催しました。演題総数 126 演
題で、演題は動画を作成していただきオンライン(京都民医連ＨＰ職員サイト内)にて 3 カ月間にわたり公開し、
各演題に「いいね」や「コメント」記載が出来るように運営しました。各演題の視聴アクセス総数は 2410 回、
「いいね」の数は 444 人、内 198 人からコメントが寄せられました。研究センターPJ と学運交のコラボの取り
組みとして 2022 年 11 月に「できる演題発表」と題して職員の発表のサポートを行っています。 
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第 2 項 J-HPH、京都民医連らしいヘルスプロモ－ション HPH 委員会の設置 
 京都民医連らしいヘルスプロモ－ション活動を推進し、加入事業所の取り組みを把握し、加入事業所の交流を
推進する目的で今期ＨＰＨ委員会を立ち上げました。ＨＰＨ活動として交流された内容を紹介します。 
・京都保健会では、オンライン健康フェスティバルを開催。南太秦自治連合会「サンデーモーニングカフェ(健康
講座)」（月 1 回）、右京食材支援プロジェクトの実施、やさしい日本語ワークショップ院内開催。職員大縄跳び大
会の実施。ＨＰＨ学校を定期的に開催、職員向けに「読むだけで健康になる」ＮＥＷＳ配布。職員学習会「睡眠
セミナー」、職員のラジオ体操の取り組み、職員向けにありがとうカードを実施、２年に１回京都協立病院ＨＰＨ
大会を開催。 
・信和会では、あすかい食プロ・なんでも相談会開催。職種別体操を実施。認知症サポーター養成講座(ＨＰＨの
視点で推進)。地域訪問の再開。あすかい健康まつり開催。 
・京都労働災害被災者援護財団では３つのチームで推進。毎日ラジオ体操の音楽を流し全職員参加で体操を実施、
職員ひとりひとりに万歩計を配布し集約(３カ月に１回表彰)。塩分チェッカーを患者や職員に貸し出し(測定し
集約)。アウトリーチをテーマに 75 歳以上の患者訪問を実施。 
・西七条厚生会では、無料低額診療学習会を開催(地域と職員対象)。大気汚染調査(職員でカプセルを２０ヶ所設
置)の取り組み継続。平和のつどいを再開(キャンパスプラザ)。 
・メディカプラン京都では健康サポート薬局委員会として推進。地域・職員に向けて健康キャンペーン開始。健
康教室開催。 
などです。 

 
第 3 項 より多くの方と結びつくための活動の発信 連携、広報の強化へ 
 メディアとのパイプを強くし、メディアを介した情報発信を意識して取り組みました。具体的には、2023 年 3
月 1 日～4 月 30 日 α ステーションラジオ広告(20 秒スポット全体で 90 本)、2023 年 7 月 15 日＆7 月 16 日に
は、ＫＢＳ京都と京都民医連合同企画「憲法を守ろう」ロゴ入りコラボうちわ 3000 本を作成し配布、祇園祭パ
ークブース展開(2 日間)、ブース内ではなんでも相談会の実施や京都民医連紹介パンフレットの配布、公開ラジ
オ生放送に出演し京都民医連について報告、医療従事者増やせ署名付きポケットティッシュ(500 個)を配布しま
した。 
 研究センターPJ では外部機関、研究者や研究組織との連携機能を強める活動をおこなっており、結びつきも広
がっています。特に「福祉国家構想研究会」ではその事務局機能の一端も担い、新自由主義路線との対抗政策づ
くりへ、医療や介護の現場でおこっている、よりリアルな実態、事例を提供し、それを生み出す構造分析につな
げる連携を強めつつあります。 
 

第 3 節 活動を紡ぎ発展させる、職員の確保と養成、定着  

第 1 項 第 45 回全日本民医連総会運動方針と京都民医連第 61 回総会方針の学習討議「憲法」「人権」「民医連綱
領」を基に職員育成活動 2021 年年版の実践 
 ①県連の教育研修制度 

京都民医連総会方針を「全日本民医連運動方針の京都における実践方針である」と位置づけ、方針を運動に発
展させる仕組みとして「京都民医連総会方針実践月間 YARO！YARO！月間」を企画し、運動の前進と職員育成
を目的に取り組みました。管理Ⅱ課対象者に実践計画の提出と実践報告を求めました。実践計画提出は 198 名
（対象：359 名 / 提出率 55.1%）、実践報告提出は 85 名（提出率 23.7%（85/359））※計画数に対する提出率
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42.9%(85/198)など、法人・事業所管理者への企画意図の浸透などに課題を残しました。取り上げられた主なテ
ーマは、憲法（9）、経営関連（18）、予算づくり（8）、職場づくり（14）、職員確保（7）、職員育成（20）、無料
低額診療（5）、SDH（4）、新型コロナ（9）、HPH（2）、いつでも元気（10）、共同組織（4）など多岐にわたり
ました。 
②多職種研修運営委員会による多職種研修の開催 
 京都民医連第五次長期計画に基づき、8 つの獲得目標を掲げて 55 期 2021 年度より京都民医連多職種研修を実
施しています。研修生が他の職種をリスペクトし、次世代を担うリーダーとして成長する機会と位置づけ取り組
んできました。2022 年度は当初医師 2 名を含む 39 名の研修生で取り組みました。研修開始前・中間・最終での
研修生本人と支援者（所属長）による 26 項目の自他評価は、どちらも最終評価が研修前より上がっており、研
修生は、研修だけでなく現場での支援を受けながら、成長していることが伺え、受講生のみならず組織全体で支
えながら実施してきたと言えます。医師の参加と研修継続への支援については職場との連携に課題をのこしまし
た。2023 年度は支援者会議を開催し、多職種研修が職場にどのような影響を与えているかなどの交流を行うよ
うにしました。2023 年度は 2022 年度から講師陣を若干変更しましたが、同内容のプログラムで開催、25 名の
エントリーがありました。26 項目の中間評価では研修生、支援者とも初期評価から評価が向上しており、特に研
修生の自己評価が高くなっており、2022 年度同様、自己の成長が実感されていると考えています。 
③教育担当者研修 

2022 年度は教育担当者の力量向上スキルアップ研修としてオンラインで 2 回に分け開催しました。2022 年 6
月に若者の見方と教育立案のための若者へのアプローチの方法・研修計画の立案について 38 名の参加（＋宮下
講師の聴講のみ 15 名）があり、同 7 月ファシリテーションの実技は 32 名が参加しました。2023 年度は教育担
当者の基礎研修として集合研修を行い、若者をどう見るか・研修デザイン・ファシリテーションの講義と演習で
20 名が修了しています。    
④教育機関と連携した教育 
 京都保健会が京都大学 大学院医学研究科 社会健康医学系専攻（SPH）との共同研究事業として、人材育成の
ため教育および専門性の向上を目的に取り組まれている「2022 年度ジェネラリスト育成コース」に「京都民医連
研究センターPJ」が取り次ぐ形で、「県連枠」を位置づけ「信和会」「葵会」「京都援護財団」から 3 名の職員が受
講されました。また 2023 年度はジェネラリスト育成コースの上位版として「民医連 MBA」が取り組まれてお
り、そこにも「県連枠」として「葵会」「乙訓」「メディカプラン京都」から 3 名が受講しました。 
 
第 2 項 民医連の医師養成と確保の取り組み 
（医師動態--2024 年 4 月現在--とこの間の取り組みや状況） 

前期に比べ研修医は 27 人から 29 人と増えましたが、それ以外の常勤医師は 84 人から 75 人に減り、合計 101
人(10 人減)となっています。定年後嘱託医は 37 人、週 3 日から 5 日勤務の嘱託契約医師は引き続き増加傾向
にあります。  

・初期研修受入数は、13 年連続フルマッチを背景に 2023 年度 5 人（うち滋賀奨学生 1 人）、2024 年度 4 人（う
ち奨学生 1 人）でした。2022 年に 5 人から 4 人に削減された初期研修医の定数が 2023 年度は 4 人から 5 人に
戻りましたが、更に 2024 年度は 4 人に削減されました。京都府独自の定数基準が示され、専攻医の貢献度が定
数に関わることになり対策が必要です。 
・専攻医の受け入れについては、2023 年度は新しく内科 3 人。2024 年度は内科 2 人 整形外科 1 人の専攻医を
新たに迎え入れました。現在、京都民医連の専攻医は 16 人となっています。 
・専攻医研修委員会は、9 人(医師 6 人・事務 3 人)の委員で構成し、各専攻医に対して先輩医師がメンタリング
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を実施し、専攻医の不安や要望を聞き取りながら研修を支援しています。毎年 4 回、専攻医セミナーを開催し、
2022 年度 10 人、2023 年度 10 人が受講しました。今期の特徴は、ゲストレクチャーに外部医師や先輩医師など
多彩な講師を招いたことです。キャリア医師からの新所長にも講師をお願いし好評でした。 
・第二・第三の拠点診療所設置については、新たな段階に入り、2023 年度より、京都家庭医療学センター総合診
療専門研修プログラムの基幹施設が上京診療所から京都民医連あすかい病院に移りました。診療所ローテーショ
ン研修の関連施設として、2024 年度より新しく京都民医連太子道診療所と上京診療所で専攻医がそれぞれ研修
を開始します。京都民医連中央病院総合診療専門研修プログラムにはじめて専攻医が誕生し 2023 年度より研修
を開始しました。 
・所長交代の課題では、5 つの診療所（久世 上京 九条 太子道 たんご）で所長が交代となりました。 
・地域的に医療機関が少なく医師不足が進行しているもとで、極めて重要な役割を果たしている北部事業所では、
医師確保対策会議を継続して開催し、事業所の存続をかけて医師の確保の取り組みに全力をあげてきました。ホ
ームページを活用した民医連内外事業所に対する総合診療専攻医の受け入れ案内、SNS 活用強化、紹介業者の活
用などに取り組んできました。また複数の施設との総合診療プログラム連携を継続しています。引き続き安定し
た常勤医師体制の確立、間近に迫る診療所長交代を果たすことが喫緊の課題です。 
 
（医師一人ひとりの多様性を大切に、これからの民医連医療を担う医師集団づくり） 

これまで時間外で行ってきた医師委員会会議を時間内に設定しました。医師委員会政策の具体化として「医師
のヒアリングのためのコーチングセミナー」「幹部医師研修」「ジェンダー意識アンケート」などに取り組みまし
た。診療所医師確保養成プロジェクトチームでは、確保目標を①専攻医 6 名 ②フルタイム医師 1 名 ③在宅
専門医研修受け入れ 2 名 新規からの所長 1 名、副所長 3 名としており、現在の到達は ①専攻医 5/6 ②フル
タイム医師 1/6 ③在宅専門医研修受け入れ 2/4 ④新規からの所長 3/1、副所長 1/3 です。診療所セミナーを
今期は計 4 回開催し全 7 回開催する目標を達成しました。所長オリエンテーションは 2 名の医師に 5 回シリー
ズで開催しました。診療所医師のグループ化を目指し、都北西カンファレンス・いちいち会のトライアル等がさ
れ一定進みましたが、機関会議以外のグループについては継続の困難さが明らかとなりました。24 時間往診連携
をめぐる討議、外部事業所との連携・全国企業運営コールセンター利用などについてもトライしてきました。 
キャリア採用所長においては、医師部での議論や診療所 PJ チーム、専攻医セミナーで力を発揮し、県連全体で
総合医養成の資源を確保する検討が進行しています。 
 
（「医師の働き方改革」対応とたたかい） 

 ・各医局でプロジェクトチームを置くなど対策が取られ、全ての病院で宿日直届を整えました。また残業時間
の調査からスタートし、自己研鑽と労働の基準を作成しました。中央病院では、勤怠管理を月まとめでなく日々
の入力申請に切り替え、当直帯だけでなく休日日直でも実働申請をすすめます。また、診療支援課（医師事
務作業補助者）の支援で、各医師の業務軽減が行われています。   
全日本民医連医師委員長会議で提起されたドクターズ・デモンストレーションの一環として、2023 年 11 月 C＆
N+D 街頭宣伝に医師からも処遇改善・医師増やせのメッセージを街頭から訴えました。引き続き、医師の絶対
数不足を訴える運動を強めていきます。 
 
（精神科医療構想プロジェクト） 
2020 年代から 2030 年代を見通す「京都民医連精神科医療構想」を策定しました。協働的精神医療として、他
科や事業所を跨いだ合同症例検討会、介護分野への講師派遣をはじめ、新規の外来や訪問診療の開設を見込んだ
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検討を進めています。 
 
第 3 項 医学対の取り組み 

医学対活動はコロナ禍によって失われた医学対活動を取り戻す年となり、対面での面談や企画が再開される
「密」な医学対活動に取り組みました。医学生運動との協力共同の課題では、医学連が主催する 2022 年の全国
医学生ゼミナール（以下、医ゼミ）が半世紀ぶりの近畿開催となり和歌山医科大学の主幹でオンライン開催され
ました。2023 年には史上初となる大阪での医ゼミが大阪公立大学の主幹で対面開催され、近畿地協をあげて学
習や援助に取り組みました。また、2023 年 1 月より開始した医療系学生エール飯企画は 2 月末現在 47 回開催、
平均参加者数は約 12 名と順調に継続しています。奨学生誕生には至っていないものの、過去にない京大生との
つながりが広がり、医ゼミへの参加や低学年での実習参加など新しい動きにつながるなど、大学対策として大き
な力となっています。医学生担当専任者は前期から 1 名減少し、4 名体制と欠員状態が続いています。県連医学
生委員会は、前期に引き続き 3 名の専攻医が構成員となり毎月開催継続しています。2023 年 5 月に出された医
学生委員長会議の問題提起を受け、医学生委員会を中心に奨学生獲得に向けた議論を続けてきましたが、今期に
迎えた奨学生は 3 名に留まり（うち 1 名は他県からの転籍）、卒業に加え奨学生辞退も 1 名あり、残念ながら奨
学生集団は縮小傾向となっています。2024 年 3 月時点での奨学生現勢は 4 名（6 回生 1 名、5 回生 2 名、2 回生
1 名）となっています。大学別には、京都府立医科大学 1 名、金沢医科大学 2 名、徳島大学 1 名です。現在 6 回
生の京都府立医大生は卒業を迎えるため、地元 3 大学（京都大学、京都府立医科大学、滋賀医科大学）の奨学生
が不在となります。さらに、京都の 2 大学には他県奨学生も不在なため、奨学生集団つくりという点で非常に困
難な運営となっています。 

奨学生の集団化と育成への援助では、面談と奨学生会議、年 2 回の対面学習会を中心に進めてきました。2022
年度は奨学生会議にて学習テーマを「依存症」と決め、精神科医や PSW を講師に迎えた事前学習、当事者への
聞き取り、自助グループ（依存症オンラインルーム）への参加など学習を重ねました。「憲法」をテーマとした学
習では、ジェンダーを切り口に参加対象を医系学生に広げて学習交流を行いました。2023 年度は、奨学生会議で
「731 部隊」について学習を深め、3 月には奨学生の問題意識に軸足を置き医ゼミ分科会形式で学習発表や交流
を行いました。また医師面談や、年 1 回以上の民医連事業所での実習なども実施し、医師像の模索に寄り添って
います。 

高校生対策として受験生を対象にした模擬面接会&TALK LIVE は毎年 3 回開催。面接官役をブロック医学生
委員のメンバーや事業所管理者・役責者に依頼しました。TALK LIVE では元奨学生の医師やつながり学生に講
師役を担ってもらうなど、全職員で行う医学生対策を具体化した取り組みとなりました。2022 年度は 13 名、
2023 年度は（過去最高の 16 名から申込みがあり、当日キャンセルはあったものの）13 名の参加となっていま
す。これまでも高校生企画から奨学生誕生に複数つながっていることから、今期は北部でも開催するなど力を入
れて取り組みました。高校生・受験生 1 日医師体験は、2022 年度より対面開催を復活させ、年間 100 名の受入
れ目標を掲げ実施してきました。2022 年度は夏 44 名、春 26 名の計 70 名、2023 年度は夏 55 名、春は 36 名の
受入れとなりました。医師体験にあたっては、毎年 5～6 校程度高校訪問を実施し、参加者の感想などを直接伝
えることで信頼関係の構築に努めています。2022 年度は近隣の公立高校から、医師を目指す学生向け進路ガイ
ダンスへの講師派遣依頼がありそれに応えました。 

卒年対策では多くの見学・実習者を迎え入れる中、民医連での初期研修の豊かなフィールドや厚い(熱い)指導
医体制、雰囲気の良さなどの魅力が伝わり、2022 年度は採用受験者 17 名（うち中間公表 1 位登録 10 名）、2023
年は過去最多の 19 名（うち中間公表 1 位登録 6 名）が受験し、13 年連続フルマッチを達成しています。実習受
入れも感染対策に取り組みながら積極的に行い、2022 年度は 74 件、2023 年度も 70 件を超す受入れ見込みとな
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っており、コロナ禍の 2021 年度 36 件からは大きく回復しました。 
 
第 4 項 歯科、看護師、薬剤師、リハ、介護、事務等 各職種職員の確保と育成 
（歯科） 

4 法人 6 歯科事業所(京都民医連中央病院歯科口腔外科含む)が医療活動の安定化と活性化を共通課題として、
歯科医師の配置、スタッフの相互支援、後継者確保対策、歯科医師面接、職種別部会のサポート、歯科全職員集
会、全日本・地協への結集、歯科署名の推進、歯科酷書づくり、地域包括ケアを進める医科との共同の取り組み
等を進めてきました。人材確保と養成課題では、歯科医療の中心を担う常勤歯科医師体制に関わり、県連的に歯
科医師確保と次期所長養成と配置を課題として検討を進めてきました。2021 年度以降、全歯科医師の面談をす
すめ、2022 年 10 月に紫野協立診療所歯科、2024 年 4 月にあさくら診療所歯科の所長配置を完了しました。ま
た、今後の後継者対策として京都民医連歯科群（1 病院歯科（口腔外科）と 5 診療所歯科）の臨床研修施設の指
定を目指しプロジェクトチームを発足、中央病院歯科口腔外科を管理型、各診療所で協力型を取得すべく検討準
備をすすめてきました。2024 年度開始予定で中央病院にて単独型臨床研修施設の届出を行っています。懸案で
あった歯科衛生士の後継者確保策については、歯科部、法人連合での処遇検討がすすみ、2023 年度採用 2 名（中
央病院 1 名、あすかい歯科 1 名）、奨学生内定（信和会）1 名に繋げる事が出来ました。 
 
（看護師） 
 今期から立ち上げた看護部・診療所委員会の活動や、京都民医連の急性期機能を維持する中央病院の入退院支
援に取り組みました。「ケアとまちづくり～京都民医連の新たな一歩～」をテーマに第 16 回京都民医連看護介護
学会を 4 年ぶりに集合形式で開催しました。50 演題の報告に約 231 名が参加し、介護職の参加は 7 名と前回よ
り増加しました。2021 年に看護部ラダー委員会を立ち上げ、2022 年度から京都民医連看護部キャリア開発ラダ
ーシステム（KM ラダー）の運用を開始しました。それぞれのラダーの認定条件に沿った研修内容や e―ラーニ
ングの活用を位置づけ、個々のキャリアファイルの作成をしていきました。2 年間の初期研修修了者は、300 名
（ラダーⅠ：109 名、Ⅱ①：100 名、Ⅱ②：91 名）となりました。今期、初めてのトップ看護管理者研修を実施
しました。民医連のトップ看護管理者に必要とされるマインドを育み、マネジメントの向上に向けて、京都民医
連から 7 名、滋賀民医連から 2 名が受講しました。また、これまで看護管理者・役責者研修として行ってきた研
修をラダーⅣ研修として位置づけ、「民医連のめざす看護の基本となるもの－社会・時代・情勢の検討」を行い、
167 名が研修を修了することが出来ました。看護師確保の取り組みでは、コロナ禍の影響もありましたが、高校
生 1 日看護体験は状況によって臨地での見学を実施しました。実体験ができるところもあり実際患者さんを見る
という点での体験の質は上がったと考えられます。新卒採用は、年度毎の京都民医連看護師確保目標数に対し、
2023 年卒生、2024 年卒生の確保が厳しい状況となっています。近畿高等看護専門学校卒年生の民医連就職率は
2021 年度以降低下傾向になっています。京都民医連の事業所は近畿高等看護専門学校の実習施設でもあり、在
学中も民医連看護に触れる機会はたくさんある中で、一人でも多くの卒業生に魅力を伝え就職してもらえるよう、
対策が必要です。一方、コロナ禍でも早期から実習を再開し、就職説明会を希望に沿って随時行い、インターシ
ップを現場で実施したことなどで、他校からの奨学生を含む内定が増えています。既卒採用については、コロナ
禍の影響等により人材確保が困難な状況は増しており、人材紹介業社へ支払う紹介料は年々増加傾向にあります。
「この病院、施設で働きたい」と思ってもらえるような民医連看護の存在価値を高め、積極的な採用戦略に参画
することが必要と考えています。京都民医連看護職採用者数も 2021 年度 162 名（内、新卒採用 49 名）、2022 年
度 98 名（同 57 名）と採用者数自体が減少している中、離職率は過去最高となりました。離職防止・メンタルヘ
ルス対策として定着している卒 1 看護師全員の臨床心理士によるカウンセリング（年 2 回）は、中央病院の臨床
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心理士の協力もあり保健会内の卒 2，卒 3 看護師への実施（年 1 回～2 回）へ拡げることが出来ています。あす
かい病院では、卒２までにカウンセリングを実施することが出来るようになりました。今後は京都民医連内の卒
1～卒 3 看護師全員への実施が課題です。看護協会、認定看護管理者教育課程は、新たにファーストレベル 9 名、
セカンドレベル 6 名、サードレベル 2 名が終了しました。また、認定看護管理者は新たに 3 名増、2 名退職減で
合計 8 名となりました。新たな認定看護師は、感染分野で２名が取得し、京都民医連全体で 11 分野 23 名、専門
看護師は 2 分野 2 名となりました。看護の質の向上のため、医療機能に合わせた専門看護師・認定看護師養成は
今後も必要です。今後も民医連らしい多職種チーム医療を推進することを念頭に情勢に注視しつつ、検討を重ね
ていく必要があります。 
 
（薬剤） 

高い倫理観と変革の視点を養う職員育成を前進させることを課題に取り組んできました。 薬害被害の真実に
学び、薬害根絶への願いをこめて、風化させないことを目標に活動を継続し、機関紙京都薬害通信（KYT)を今期
2 回発行しました。また、薬害根絶デーの街頭宣伝を再開しています。HPV ワクチン訴訟支援の取り組みも継続
しており、裁判傍聴や学習会に実習生も参加しました。高校生 1 日体験はニーズが高く、希望者の半分程度しか
受け入れられていない事が課題です。実務実習の受け入れは今期で 44 名となり、受け入れ数は微増しています。
繋がり学生の増加とともに、薬剤師の力量向上も狙い、今後もさらに受け入れを強化します。介護分野とは定例
の研修会として年に 1 回は開催しており、連携強化にむけて相互理解が進んでいます。 

 
（リハ） 

京都民医連のネットワークを活かしての確保と育成、事業所間の交流をすすめサービス向上を図る、多職種協
働の中での専門性の発揮、地域包括ケアとまちづくり活動での役割発揮、などを掲げて取り組みました。 
確保については、リハ学生対象に「夏季セミナー」、「春季セミナー」を毎年オンラインで開催しました。毎回、
遠方からの参加を含め、7 名前後の学生が参加し、恒例となっているリハ医からの講演も好評でした。また、リ
ハスタッフにとっても事業所を超えたリハ医とのつながりが作れる機会となっています。高校生対象には、「高
校生リハ体験」を各事業所で夏、春と実施しています。実施する事業所も増えたことで、県連全体で数十名の高
校生が参加する取り組みになっています。今期のリハビリシンポジウムでは、多職種での在宅際の関わりや地域
の方に対するセラピストの役割がテーマとして設定され、これからのセラピストに何が求められ、何に対してア
プローチしていくのかを学べる機会となりました。一方、法人間のリハスタッフの交換でのステップアップ研修
は、対象者の調整が難しく、今期は実績がありませんでした。 

 
（介護） 
 介護報酬改定対応として取り組んだ「ハラスメント」「感染症」「認知症」「高齢者虐待」の学習会は県連介
護福祉部として 2022 年度 4 回連続で実施し、2023 年度以降は e-ラーニングへ移行させました。介護職員やケア
マネジャーの確保は困難を極めています。特に新卒の介護職員の確保については保健福祉の会では 1 人採用があ
りましたが、養成校の激減の影響も受けて大変厳しい状況が続いています。中途採用者についても高額な手数料
をとる業者紹介に依存せざるを得ない状況が続いており経営にも大きく影響しています。ヘルパーの有効求人倍
率は 15 倍を超え、募集しても応募がなく事業の存続自体が危ぶまれています。ケアマネジャーの確保も民医連
外からの採用が多くなり、民医連綱領や介護・福祉の理念との丁寧なすり合わせや共鳴など「民医連のケアマネ
ジャー」集団の育成が大きな課題となっています。業務マネジメントやチームビルディング、管理者自身のメン
タルケアを進め、安定した後継者育成が課題です。今期行われた近畿地協介護管理者養成研修会には診療所事務
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長含めて 9 名の受講者を送り出しました。 
 

（事務職） 
今期も半年目、1 年目、2 年目、3 年目、4 年目、役責者の各研修を開催、半年目～4 年目までは研修生の交流を
行いました。半年目は「民医連の医療・介護・福祉の活動を学ぶ」をテーマに、1 年目は各人 1 年間のまとめを
発表し 2 年目以降の目標を発表、2 年目は「経営の基礎を学ぶ」をテーマに、3 年目は「民医連の運動の組織者
としての役割を学ぶ」をテーマに京都民医連中央病院不当減点復活訴訟と細菌検査室事件、4 年目は「中堅に向
けて」をテーマに「民医連は事務が要 民医連綱領実践のために何ができるか」「綱領の実践～共同組織と共に民
医連運動を進める意義とは」、役責者は「マイクロアグレッション」「コンフリクトマネジメント」をテーマに講
義とグループワークを実施しました。事務の統一採用について、2021 年度をピークに減少傾向になっています。
2023 年度は採用説明会への参加者の減少を受けて、つながりのある大学教員や大学、専門学校への案内を実施、
また次年度につなげる取り組みとして、佛教大学学生向けのゲストスピーチの実施、事務委員会とは別に臨時で
作成委員会を設置し採用パンフレットの作成をはじめました。 

 
（各職種部会の取り組み） 
①ソーシャルワーカー部会 
ソーシャルワーカー(以下 SW)部門では、地域連携業務から退院支援、経済問題、コロナ禍、8050 問題等のケー
スの増加など、病院・介護事業所問わず、期待される役割や対応ケースに対し、事業所単位では難しい制度学習
や情勢学習、発信などを SW 部会で取り組んできました。とりわけ事例検討会は、自事業所以外の SW の経験・
意見を聞く育ちあいの場として位置づけ、継続して部会で取り組みました。ＳＷが置かれている状況に目を向け
ると、社会福祉士の配置や介護との連携が以前に増して診療報酬で評価されたことにもよって、「医療の枠組み」
から見たＳＷの位置付けはより変化してきていると言えます。診療報酬に見合う動きとして退院支援・カンファ
レンス等が求められ、地域へ出向いたＳＷ実践が難しい状況が生まれています。 
②検査部会 
検査部門では、前期から続く新型コロナウイルス感染症への対応として検査の充実や情報収集とその広報を行う
とともに、クラスター発生時には検体採取にも積極的に取り組み、院内での感染伝播の抑制に強くかかわってき
ました。各事業所の新型コロナウイルス感染症関連遺伝子検査の導入でも事業所間で情報共有を行い医療規模に
応じた適正な検査法の導入にも関与しています。 
③放射線部会 
放射線部会では 2022 年度に続き、2023 年度は事業所をこえた相互研修を実施しました。この人事交流によって
大きな刺激を受け、業務への向かう姿勢などに大きな変化があったとの報告を受けています。今後は多くのベテ
ラン技師が定年を迎える中で、新人育成が課題となります。今後も人事交流・人事異動等を本部門委員会が中心
的役割を担ってすすめていきます。 
④栄養士調理師部会 
栄養部門は、医療・介護事業所で役割が異なるため、それぞれの特徴を知り、互いに支援し合えるように、職
場目標とその達成プロセスを共有することを目的に、2022 年度から目標発表会と報告会を始めました。全体で
は、栄養指導やチーム医療に活かせるコミュニケーション学習を行い、栄養士部会では食形態マップの作成に
取り掛かりました。退院時において食事形態の把握ができるよう完成に向けて調整中です。調理師部会ではお
正月の行事食と各施設・病院の自慢料理を共有し、モチベーションを上げる取り組みが出来ました。2021 年度
からの物価高騰の影響による食材料の費用増に対して、医療では 28 年間食事療養費が据え置かれたまま、また
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介護では価格転嫁できないため、医療及び介護事業所共に業者の見直しや食材の選定、在庫管理の徹底に尽力
しました。 

 
（お仕事フェア） 

高校生向けの企画では、京都民医連全体での取り組みとしては初めてと言える『高校生のための医療と介護の
お仕事体験Fair』を2023年6月に開催しました。この企画は、医療従事者への理解を深め、進学や職業選択の選択
肢としてもらうことを目的とした高校生対象の企画で、同時に民医連の認知度やイメージＵＰにもつなげる位置
づけで、実行委員会を立上げ、半年以上かけて準備を進めてきました。当日は医師・看護師・薬剤師・歯科・介
護・リハビリ・放射線技師・検査技師・医療事務・ソーシャルワーカー・栄養の11ブースが出展。京都府内、大
阪、兵庫から高校生約60名の参加がありました。高校生はブースを順番に回り、最大3職種を体験しました。 参
加者からは、「将来薬剤師になるか悩んでいたのですが、今回の経験でやっぱり薬剤師になりたいと明確な気持
ちを持てました。」「聴診器を初めて使ってとても興奮しました。この体験をモチベーションにして勉強頑張り
ます」「介護士と栄養のことにも興味があったので…どちらもすごいやりがいがある仕事だなぁと思った」「患
者さんの悩みを聞き、決して独りにしないという姿勢がとても素敵だなと思いました」「複数ブースを回り、多
職種連携を実感できました」 「メディアだけでは分からない現場の声を聞くことができてとても良い時間にな
りました」 など、こちらが元気をもらえるような感想がたくさん寄せられていました。 

 
第 5 項 青年職員の育成 JB 活動 平和塾の取り組み 
（青年ジャンボリー活動への援助） 

青年職員の要求を知るため、今期第3回委員会で京都JB委員とオンライン懇談会を行いました。拡大育成部へ
のJB委員の参加、法人・事業所単位でのJB委員会の設置、JB委員と教育担当者の連携は一部で進んでいますが、
当委員会としての懇談は初めてになります。3法人から計5名の委員が参加し、JB委員から職場管理者への要望と
して「青年職員を積極的にJB企画に送り出すこと」「財政活動への職場管理者の協力」が出された。管理者で構成
される当委員会とJB委員との懇談は双方にとって有効でした。2023年度は全国JBのプレ企画として京都JB、近畿
JBが開催され、青年育成委員会から各法人・事業所へ参加を呼び掛けました。京都JBに14人、近畿JBに5人、全
国JBに26人が参加しコロナ禍で途絶えていた青年職員の交流が実践されました。 
（第 14 期平和塾の企画・運営）  

第14期は2023年7月～2024年2月で4つの講義と2つのフィールドワーク（京都府北部・沖縄）、卒業制作を課題
としました。3法人から12名が参加（うち1名は第5講座終了後に辞退）、また複数のJB委員が塾生として参加しま
した。憲法や民医連綱領・過去の戦争の歴史を学ぶ中で、民医連が戦争反対を掲げる意味や自身が果たすべき役
割について考えるきっかけとなり、フィールドワークでは実際に自分の目で見ることの重要性を学んだとの感想
が寄せられました。平和塾を通して職種・事業所が異なる塾生同士の横のつながりが形成され仲間づくりが実践
されています。 

 

第 4 節 LGBTQ など多様性を認め合う社会の実現とジェンダー平等 

京都民医連第 61 回定期総会運動方針に「LGBTQ など多様性を認め合う社会の実現とジェンダー平等」を掲げ、
京都民医連常任理事会の下ジェンダー委員会を発足させました。委員会構成は 4 病院の院長、看護、事務 8 名
（男女比 3:5）、議論のなかでジェンダー委員会の活動方針や運動課題、学習会の企画を進めました。定例及び事
務局会議を毎月 1 回開催、議論を重ねる中で LGBTQ に限定した問題だけでなく、全ての人に関わる問題として
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SOGI（性的指向や性自認）へと認識一致を図りました。また、民医連として、日本のジェンダー政策に対する憤
りや改善のため、患者・利用者、職員を巻き込み、共同のいとなみとしての運動課題にまで議論は広がっていま
す。2023 年 3 月、京都民医連全職員を対象に「性的マイノリティーに関するアンケート調査」を実施 562 の回
答で分析を進め、80％近くの職員が関心を寄せ、50％の職員が取り組みへの関与を示しています。 

学習企画では、2022 年 3 月京都民医連学術運動交流集会（全職員対象）、2023 年 8 月京都民医連理事会（理
事対象）、2024 年 1 月 25 日吉田絵理子医師の記念講演、事業所でジェンダー委員会を発足した 3 事業所（京都
協立病院、あすかい病院、上京診療所）の取組などパネルディスカッションで交流し、約 300 名の参加があり、
関心の大きさを感じました。2023 年 9 月理事会での意見を踏まえ「誰もが利用しやすい事業所づくり」の提言
～性的マイノリティーに開かれた医療・介護事業所～の発行にて取り組みの方向性を示すことができましたが活
用については今後の課題です。 
 

第 5 節 事業・運動を持続し発展させるための経営課題 

 2021 年度決算で全日本民医連経営要対策「短期項目該当」1 法人「中期項目 5 ポイント以上該当」4 法人とな
り、2022 年度決算では、「短期項目該当」法人はなくなりましたが、「中期項目 5 ポイント以上該当」5 法人とな
り、経営危機を回避するための経営対策に終始した 2 年間となりました。京都民医連医科法人においては、コロ
ナ禍における収益悪化を皮切りに、そもそも抱えていた経営課題が噴き出ている状態になっています。特に「診
療所法人」（全日本民医連の分類で 診療所+介護事業を経営する法人）では、医療や介護事業提供体制における
人的資源の確保や育成課題、建物や医療機器の老朽化に伴う突発的な対応、またそうしたことの対策を講じよう
としても、診療報酬改悪の影響も強く事業で資金を生み出す力が弱くなっていることが要因となり、「資金不足」
に陥るなど、まさに「人」「もの」「金」の課題に行き詰っている状況が色濃くなっています。こういった事業で
資金を生み出す力の低下による財務状況の悪化は、社会福祉法人や薬局法人でも同様です。この間、経営部は要
対策法人に対しヒアリングと懇談を重ね、各法人の「経営対策」に伴走してきました。医療法人葵会対策につい
ては、2023 年 1 月に「京都民医連葵会経営対策委員会」を設置し、「業態にそった損益改善」「法人機能の課題」
「財務課題」など課題ごとに対策チームを講じて対応しました。この対策をきっかけとして、出向・支援など形
態で法人の枠を越えた人的資源の配置対応をはじめており、また「連携パッケージ」と称して、施設間連携の具
体化を進めるなど、葵会の経営改善のみならず、各法人の経営課題対策と連動した対策になりつつあるのも特徴
です。医療法人葵会の職員の奮闘と県連をあげた支援で、2023 年度は大きく損益を改善し、単年度必要利益の水
準に到達する「変化」を生み出し、今後の経営改善にむけた「礎」を築きつつあります。一方、依然として事業
活動による資金を生み出す力は、経営改善上求められている「資金需要」を持続的に上回っていけるとは言い難
く、法人統合を見据えた中長期的な経営計画の確立が急がれます。 
 京都保健会や信和会など「病院」をもつ法人については、コロナ禍における病床対応、またコロナ類下げ後、
病床が埋まらず大きな欠損が生じました。2024 年度改定も強い向かい風となっており、今後の動向が注視され
ます。地域の医療や介護資源を守る闘いは強めつつ、こうした外部環境の変化に呑まれず民医連事業所が存続し
ていくためには基礎的課題の克服が急務であり、「中期経営計画にそった必要利益の明確化」「民医連統一会計基
準にそった正確な会計実務」「事業所独立会計による 全職員参加の経営」の強化が必要です。 
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第６節 京都民医連創立 70 周年事業と 6 次長計の策定、全日本・地協への結集 

（70 周年記念事業） 
2023 年 8 月 14 日に京都民医連は結成 70 年を迎えました。地域住民や多くの団体の協力を得、そしてかけが

えのないパートナーである共同組織と共に歩んだ 70 年になります。この記念事業として７０周年記念レセプシ
ョンを、2023 年 11 月 5 日にブライトンホテルで開催しました。無差別・平等の医療と福祉の実現を求め深化・
進化してきた京都民医連の“シンカ”を考える、をテーマに「70 周年記念動画」も作成しました。民医連綱領実現
にむけ奮闘してきた先人たちから受け継いだ「事業所」を守り、更に発展させるため、次の 10 年、そして結成
100 年をめざして「いのちの平等」を掲げ、地域の中での連携・連帯を大切に更なる「シンカ」へと進んでいく
必要があります。今後に引き継ぐべき教訓は①いのちに寄り添う医療・介護活動②「たましい」としての社保・
平和活動、政治を変える運動③職員の成長と健康を守る活動を土台にすること④非営利の事業として継続発展さ
せること⑤「共同のいとなみ」をあらゆる活動にもとにすること です。 
（6 次長計） 

6 次長計策定委員会（構成 22 名）として 11 回の会議を重ね、さらに各テーマにそって PJ チーム（38 名構成）
をつくり、京都民医連理事役員にとどまらず、より多くの意見をもって討議を重ねていました。2023 年 12 月に
6 次長計策定委員会からの答申をうけ、2024 年 2 月には理事会集中討議、2024 年 3 月の理事会で討議したもの
を「京都民医連第 6 次長期計画（案）」として提起し組織討議を呼びかけています。6 次長計確定にむけ、期間を
きめて職場討議等意見集約をすすめていきます。 
（全日本 地協への結集） 
京都が現地実行委員会を担当するなどで 今期開催された主なるものは、2022 年 10 月 29 日、現地会場は京都

民医連中央病院としオンライン開催された第 15 回全日本民医連看護介護活動研究交流集会、2023 年 11 月 18
日、19 日京都リサーチパークで開催された、第 46 回全国腎疾患管理懇話会学術大会 IN 京都などがあげられま
す。また地協単位では 2023 年度には近畿地協リハ技術者交流集会が「禅とリハビリテーション」のテーマで京
都の寺院にて開催されるなども準備をしてきました。2024 年 2 月に開催された第 18 回近畿地協薬剤師交流集会
は、テーマは「激動の時代から薬がつなぐ輝く未来へ」とし、特別講演は、「PFAS 汚染にどう立ち向かうか？
問題の所在と解決に向けて」京都保健会の社会健康医学福祉研究所の所長である小泉昭夫京都大学名誉教授に講
演して頂きました。 

 

第 3 章 今後 2 年間の重点方針 

第 1 節 全日本民医連第 46 回総会方針の具体化をはかり、6 次長計を確立させ、前進をかちとる 2 年間の取り
組み 

第 1 項 共同組織とともに地域と職域の 2 正面で健康づくり・つながりづくり・まちづくり、平和で公正な社
会の実現 を組織的・立体的にすすめます 
 わたしたちは人間の尊厳を断固守り、ジェンダー平等・ケアの倫理の視点で「非戦・人権・くらし」を高く掲
げ、平和で公正な社会の実現、まちづくりの一翼を担います。軍事大国化と新自由主義の継続か、それとも憲法
にもとづくいのちが輝く社会への転換か、転換期変革期との認識を深めて共同組織とともに運動を広げます。 
①日本国憲法を活かし、改悪を許さず、共同組織や護憲で一致する組織や個人と力をあわせ平和憲法を守り抜き
ます。全日本民医連に結集しながら、事例や学習を重視し、宣伝・署名行動、各種集会参加など、KENPO アク
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ション、ピースアクションを積極的に取り組みます。国政選挙では、全日本民医連でまとめられる「民医連の要
求」に地域の要求を掲げつつ、市民と野党の共闘の前進に向けて全力でたたかい、改憲勢力を抑えます。 
②2024 年度トリプル改定を機に加速する急性期病床の削減や差別化の動きに対し、県連内の医療・介護事業所、
共同組織の連携を強め、関係団体、職能団体にはたらきかけ、医療を受ける権利を守ります。社会保障の充実と
医療・介護の切れ目をつくらないよう、現場の実態から要求を掲げるナース・アクション、介護ウェーブを継続
して位置づけます。ソーシャルアクションとして、受療権やフリーアクセスに対する許しがたい侵害につながる、
マイナンバーカードの強要と一元化による現行の健康保険証の廃止に反対します。こどもの医療費無償化、補聴
器への補助の運動を進めます。 
③民医連のまちづくり運動の肝は、生活圏である地域で医療・介護事業を通じて「かかわる」「とけこむ」ことで
す。職員と共同組織がその役割を担います。共同組織活動については、６次長計（案）が提起した「地域と職域
の２正面で健康づくり・つながりづくり・まちづくりを組織的・立体的に」をもとに引き続き討議し、前進させ
ていきます。「いつでも元気誌」は 4500 部を目標に普及します。 
④医療・介護活動の 2 つの柱を深化させる活動を強めます。共同組織と職員がともに学習を力に全ての活動をす
すめます。地域診断・マッピングを学んで実践し、まちづくりを共に考える場づくりに活用します。働きかけの
主軸に「HPH 活動」を位置づけ、幅広い層に参画を呼び掛けていきます。SNS をつかい、関係団体、職能団体
とのあらたな「つながりづくりへ」へ企画運営・発信を担う機能を検討します。また、職員の「時間内まちづく
りタイム」のモデルの実装にむけた調整をすすめます。 
⑤地域や患者、利用者、家族で起こっている困難に寄り添うため積極的にアウトリーチ活動を進めます。日常的
な相談活動や、署名などに取り組みます。熱中症調査や高齢者実態調査やその他必要な調査を教育研究機関とも
連携をしながら実施します。食料支援活動に地域の団体と連帯して取り組みます。 
⑥日常の医療・介護福祉活動、社会保障や平和、まちづくりなどでの意見や要望を請願書・意見書として議会に
届ける活動を重視します。議会傍聴や自治体キャラバンなどを活用し、職員養成課題と社保運動課題をリンクさ
せます。社会保障や反核平和運動を主体的に担う後継者の養成を計画的に取り組みます。 
 ウクライナやガザの戦禍は職員の戦争反対の思いを一層強くさせています。大軍拡を阻止して戦争に加担しな
い非戦の日本をめざします。沖縄県民とともに辺野古の埋め立て、基地移転に反対します。「核」の問題もより危
険度を増しています。核廃絶・核兵器禁止条約への批准を求める行動、日本国内から原発をなくす運動に積極的
に取り組みます。 
⑦病院・病床削減を内容とする地域医療計画には反対します。京都における第８次医療計画（2024-2029 年度）
第 9 期介護保険事業計画（2024-2026 年度）に連動する各計画の内容について分析する力、対応力を強めます。
高すぎる国保料、介護保険料の引き下げなどに取り組みます。京都社保協と地域社保協に結集し役割を担います。 
 

第 2 項 医療・介護の 2 つの柱を深化させ、まちづくりを加えた総合的な活動を 
地域のニーズは複合的で複雑です。医療と介護は今後ますます相互乗り入れやオーバーラップする領域が拡大

し、事業所や法人を越えた多職種協働が求められます。社会的背景も含めた複合ニーズに応えるため、医療・介
護事業所にまちづくりを加えた総合的な活動を進めます。 
 
①コロナ禍のもとで、人びとの生命・安全・生活に直接かかわる対人的な仕事である、ケア労働の重要性が誰の
目にも明らかになりました。同時に、ジェンダー差別を背景として、ケア労働の社会的地位や労働条件が極めて
低い状態に置かれている問題も浮かび上がりました。ケアといういとなみの倫理的な特徴が注目され、それを社
会のありかたの基本に据えるべきだという考えがひろがっています。人と人との関係性の倫理として、一人ひと
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りが人間として尊重され支え合い、共感と信頼によって相互作用する「ケアの倫理」を大切に、新自由主義の競
争的価値観や自己責任論を乗り越えていく上でも大きな力として学び、実践的に活かしていきます。 
②無差別・平等の医療をめざして、患者の受療権を守るために「まず診る」「援助する」「寄り添う」「何とかする」
姿勢で、切れ目のない医療や介護を提供するために県連内での連携をすすめ質の向上に努めます。医科・歯科、
介護、薬科の連携をより強め、SDH（社会的決定要因）の視点での多職種カンファレンスをよりすすめ職種間の
相互理解と、関係性の構築を強めます。「リハビリ、口腔、栄養」の一体的提供をすすめ、ひいては「地域で食に
こだわる活動」を検討します。 
③ 無料低額診療事業の拡大と活用、とりわけ保険薬局での無料低額診療事業の適用の運動をすすめます。民医
連に加盟する生協法人の診療所で無料低額診療事業を取得できるように援助します。あらたに薬局における無料
低額診療事業の調査を実施します。 
④ 教育機関、研究者と連携し研究活動を前進させます。京都民医連の「発信する力」をさらに大きくするため
に、各部との連携をすすめます。今後「京都民医連が公募する調査研究」などを設定し、それにエントリーし、
公募規定にそって調査研究を行う場合は、費用面のサポートもできるよう検討します。 
⑤ J-HPH への全事業所の加盟をすすめ、様々な課題に総合的、俯瞰的に取り組むために HPH を有効なツール
として活用し、京都民医連らしいヘルスプロモ－ション活動を推進します。また、加盟事業所の取り組みを把握
し交流をはかります。 
⑥ 「改訂版 健康で働きつづけられる職場づくりパンフレット」に学び、必要な対策を講じます。患者・利用
者・家族からの暴力・暴言・ハラスメント対策を強化し、職場でのハラスメント防止をすすめます。 
⑦ PFAS については、京都府内でも暫定目標値を超える値が検出されており、調査活動、相談活動などに協力
すると同時に、国や自治体の責任として対策を行うよう求めていきます。アスベストに関する学習会や企画を開
催し、アスベスト被害の現状や危険性、被害者への救済制度など学ぶ活動を重視します。 
⑧ 気候危機は、いのちと健康を根底から脅かします。気候危機の克服にむけ様々な団体・個人と協力して取り
組みます。職員一人ひとりができるところから考え実践することを重視して取り組みます。自然災害の新たな状
況を踏まえＢＣＰ（事業継続計画）を整備し地域と民医連の事業を守ります。想定される南海トラフ地震、首都
直下型地震など大規模災害にとどまらず、頻発する規模の大きな地震、台風の巨大化、豪雨災害・内水氾濫の頻
発など災害がひろがっています。最新の事業所周辺のハザードマップの確認、ＢＣＰの策定と更新は、これまで
以上に重要です。ＢＣＰをもとに災害訓練を実施し、くり返し見直しを続けていきます。共同組織、地域住民と
ともに、減災をめざしまちづくりの課題として運動化できるようにします。 
  

第 3 項 活動を紡ぎ発展させる、職員の確保と養成、定着をすすめます 
競争と自己責任の社会から、いのちと人間の尊厳が大切にされる社会への変革を国民とともにめざす民医連運

動を発展させるため、綱領に団結した職員集団の育成は重要です。職員育成は自然発生的に進むものではなく、
職場を基礎に多彩なあらゆる活動を職員の成長に活かす目的意識的に取り組む必要があります。「職員育成指針
2021 年版」の「７つの具体的指針」にそった「育ちあいの職場づくり」は職員確保にもつながる課題です。 
 
① 第 46 回全日本民医連総会運動方針と京都民医連第 62 回総会方針の学習討議をすすめます。平和憲法を守
り、憲法の精神にそった国際貢献こそが、今求められています。「憲法」「人権」「民医連綱領」を基軸に、学習と
たたかいを連動して取り組みます。 
② 全日本民医連職員育成指針 2021 年版にそって、「人権と共同の営みを大切にする組織文化の発展」を土壌に
育成課題をすすめます。「京都民医連のどこの事業所でも民医連職員としての成長を保障する」視点を重視し、多
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職種研修を教育委員会のもとで継続します、教育担当者の基礎研修を実施し、職員の成長を援助・促進する職場
づくりの実践交流等に取り組みます。各職種専門部や委員会を活動の軸として、専門性をより高め、民医連職員
として成長できるよう、全国の民医連取り組みを積極的に学び活かしていきます。 
③ 6 次長計（案）の提起した戦略にそって医師、看護師、薬剤師、リハ、介護、事務など全ての職種で職員の
確保と養成に努めます。5６期の取り組みを礎に、高校生・受験生対策として、医学対・看学対、薬学対さらにリ
ハや介護分野の採用担当者などとの連携を強めます。前回取り組んだ「お仕事フェア」を今期も取り組み、学生
とのつながりづくりを進めます。職種確保の必要性にそって、実習体験も積極的にその機会を提供し体験プログ
ラムなどの充実を図ります。 
④6 次長計（案）が提起した「効果的な教育方略の実装」「法人・事業所間人事交流によるキャリア支援」「ICT
を中心とした総合的な教育システムの開発」を進めるよう検討します。 
⑤医師分野では、医師一人ひとりの多様性を大切にしながら、医療・介護活動の 2 つの柱の実践への共感を得て
いく医師集団と職場づくりを進めます。目標面接を軸に定期的な面談を実施するほか、幹部医師・医師管理者・
指導医だけでなく経営幹部・事業所管理者等を対象としたコーチング・マネージメント研修を開催します。また、
中堅医師が他職種と共に学び考える制度教育の再編と参加を促進できるようにします。 
⑥診療所医師の連携・共同の促進と後継者育成については、診療所所長や一人職場の医師をグループ化し、事務
補助作業や往診待機などの負担軽減を検討するなど、日常業務のシェアや定期的なカンファレンスなど交流の場
を設けます。 
⑦京都民医連の優位性、民医連らしさをさらに生かした研修を強めます。初期研修については、SDH を重視し
た研修プログラムの充実と引き続き多職種カンファレンス塾を実施します。初期研修後の進路として京都民医連
内の内科プログラムや総合診療プログラム、京都民医連事業所と連携をしている外科・整形外科・産婦人科・リ
ハビリテーション科・救急科・麻酔科・病理科の基幹型施設の専攻医研修を選択してもらえるよう働きかけを強
め、民医連内外から毎年 6 人の専攻医の受入れをすすめます。専攻医研修委員会への援助を強化し、診療科横断
的に共に学び成長する機会としている専攻医セミナーをさらに発展させ、民医連医師としての成長をサポートし
ていきます。 
⑧北部医療を支える安定した医師体制の確立へ向けて、京都協立病院の病棟機能の維持と初期研修医・専攻医の
充実した指導が可能な安定した医師体制の確立へ向けて、常勤医師確保に引き続き全力で取り組みます。 
⑨奨学生活動と医学生とのつながりを民医連の総力で前進させ、医学対活動を成功させます。医学対活動は、民
医連の後継者づくりと医学生の自主的活動を援助し民主的な成長を促すという、2 つの柱に沿って、医師をはじ
め管理部、医学生担当専任者・職員・共同組織など、民医連の総力で活動を進めていきます。医学対活動のさら
なる前進のため、医療・介護活動の 2 つの柱を軸にした民医連の実践をすべての医学生に伝え、体験し、実感を
得られる機会を提供できるよう工夫していきます。各地協・各県連が開催する企画にも積極的に参加組織し、医
学生同士のつながりを強化するとともに、民医連の医療・介護活動への共感を広げていきます。卒年対策では、
引き続き初期研修医の定数のフルマッチに全力を挙げます。採用試験の受験者数目標を毎年 10 人以上とし、積
極的に見学・実習を受け入れていきます。 
⑩処遇の在り方について現情勢に対応する抜本的な制度設計の検討や、処遇全般に関わる課題を進めるために、
京都民医連外部の知見や情報をつかみつつ、魅力的な事業所・職場アピールができるチームの設置を検討します。 
⑪青年職員の育成を重視します。青年職員育成は組織全体の課題だと位置づけ、集団教育と現場教育の繋がりを
強めていきます。県連、地協、全日本などで取り組まれる企画への参加や、職場で学びを共有・共感できるよう
に報告の場を設けるなど、青年の学びを職場で活かせるような体制・仕組みづくりをすすめます。 
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第 4 項 多様性を認め合う社会の実現へ ケアの倫理と人権を根底に 
人権と公正の視点でジェンダー平等、LGBTQ をはじめとする性的マイノリティへの差別撤廃をめざします。 
民医連の事業所は「人権の砦」として、個人の尊厳とジェンダー平等の視点を据えて取り組みます。この 2 年間、
性的マイノリティーや SOGI への認識は浸透しつつあります。患者、利用者だけでなく、福利厚生を含む職員へ
の対応も進める必要があります。また、ジェンダー問題は人権問題、全日本民医連の運動方針に掲げる「ケアの
倫理」を深め、発展することが求められます。全日本民医連「人権と倫理センター」の活動と合わせ、京都民医
連としても、前期に設置した「ジェンダー委員会」を中心に取り組みます。事業所内で人権を深める学習をすす
め、多様性を認め合い、全職員にとって働きやすい職場環境になっているか、障がい者や LGBTQ、高齢者や認
知症患者とその家族、外国人を含めて社会的・経済的に困難を抱える人々にとって各事業所が利用しやすい状況
になっているか、問診票や患者呼び出しの表現、事業所内のトイレ環境等、足元から点検し人権とジェンダー平
等の感度を高めます。 
 

第 5 項 ケアの倫理が大切される社会へ ～無差別・平等、いのちと平和が優先される社会の実現へ～ 
 今期「かつてない憲法の危機という認識のもと、平和憲法を守り抜くこと」を最大の課題と位置付けます。2024
年 4 月の日米首脳共同声明は、米側が岸田政権による軍事費倍増や、「敵基地攻撃」能力の保有、殺傷武器の輸
出拡大を歓迎したうえで、米軍・自衛隊の指揮統制の枠組み強化などが明記されています。平和憲法の理念にも
とづき外交による平和創出に徹することこそ真の国際貢献であり、人の命や人権と真っ向から対立する戦争や暴
力を助長するこのような軍事同盟強化や大軍拡は絶対に許すべきではありません。選挙においては、「非戦・人
権・くらし」を掲げ、憲法を守ることで一致する市民団体、政党と力をあわせます。選挙は、いのちと平和が優
先される社会を実現する絶好のチャンスと捉え、人権を守り社会保障を拡充させるとともに、大きなウエーブを
つくり始めた医師増員、ナース・アクション、介護ウエーブ、保険でより良い歯科医療の運動など、一層の飛躍
につなげます。 
「ウクライナ・ガザへの攻撃をやめよ」の行動を強め、国際法違反を許さず、国連憲章を守る社会をつくるため
に、ASEAN のように話し合いを通じで問題を解決することによって平和を実現することを目指し、「非戦」をか
かげて多くの他団体や個人とともに取り組みを進めます。 
 核兵器のない世界実現に向けて、日本政府に核兵器禁止条約批准を求める運動(署名)や原水禁世界大会や各種
集会、地域や職域の九条の会の活動に参加します。原発ゼロ、福島の真の復興に向けて避難者支援を継続し、再
生エネルギーの転換を求めます。ケアの倫理を大切に、人権としての社会保障実現の運動を地域からすすめます。 
 受療権のニーズに応える医療・介護提供体制をもとめ、その裏付けとなる「診療報酬」「介護報酬」の再改定を
もとめます。京都民医連の急性期病床を守り抜くと同時に、地域医療構想による病院・病床削減、医療アクセス
の差別化を許さない取り組みに参画します。医薬品供給不足への対応、安全で有効で経済的な薬物療法を提供で
きる医薬品政策などを訴えるファーマウェーブに取り組みます。地域社保協、京都社保協に結集して自治体の制
度改善をめざし、社会保障制度を良くする運動など、共同の取り組みをすすめます。憲法 25 条にもとづく人権
保障にふさわしい生活保護行政の改善を求めます。無料低額診療事業は、患者の受療権を守る制度として有効で
す。また、その前提となる相談活動は厳しい経済情勢が続くなかで強化が求められる取り組みです。すべての法
人が無料低額診療事業に挑戦するように援助を強めます。 

 
第 2 節 事業・運動を維持・発展させるために、経営危機を全職員参加で乗り越えよう  

政府による社会保障抑制政策と患者利用者の医療介護サービスへのアクセスはますます差別化され、必要なサ
ービスが受けられない状況、それが増えていくことが懸念されています。急激な物価高騰による電気・ガス料金､
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食材費の上昇など、実態としての収支構造が大きく悪化しています。日本の医療介護供給体制が大きく変えられ
ようとしており、今回のトリプル改定もそれへの誘導的役割を果たす内容になっています。無差別・平等の医療
や介護、お金のあるなしに関わらず、必要な人に必要な医療や介護サービスを提供することが、私たちが目指す
ものであり使命です。民医連事業の必要性を守り広げるためにも、事業を強くすることが重要です。全職員参加
の経営の強みを活かし、知恵と工夫で 診療報酬や介護報酬でより高単位の基準や加算算定ができるよう力を合
わせる必要があります。DX なども着手し、業務の効率化をはかる、また事業所間の「連携」を強化するなど戦
略的に取り組みましょう。予算編成の水準引き上げと中長期経営計画の確立を重視します。「民医連統一会計基
準 2022 年度改定版」、「予算管理テキスト」を活用した学習と総点検・改善活動を推進します。「予算づくり交
流集会」を軸に経営活動や連携の質、内容について実践的な交流を行います。コロナ禍は規模の小さい法人ほど
急速に経営が悪化した傾向にあります。6 次長計（案）が提起した「法人統合」を見据え、また法人の枠を越え
た「連携」を強くするために、業務の標準化、業務統合などをすすめていきます。公的機関からの緊急融資の返
済が始まるまでに中期項目 5 ポイント以上該当の要対策法人の経営改善がすすむように県連あげて援助します。
全日本民医連統一会計基準推進士がその役割を果たし、経営の「基礎的課題」を克服し、統一会計基準に準拠し
た「会計」を徹底し、各事業所における「全職員参加の経営」が真に進むように力を合わせます。 
 そもそもの報酬制度のあり方、課題に対し、病院・介護の実態を明らかにし、自治体と懇談し、再改定を求め
る運動に取り組みます。 
 
第 3 節 全日本民医連・近畿地方協議会への結集、県連機能強化をすすめよう 
県連の備えるべき７つの役割は①全国方針の討議・具体化、理事会機能と機構の整備、②県連長期計画の策定、

経営の掌握と指導・援助、共同事業の推進、③県を代表する運動組織、④共同組織の拡大交流、『いつでも元気』
の普及、⑤職員育成、教育事業の推進、⑥医師問題での前進、医師養成の地協的共同、⑦民医連組織を守る です。
今日の課題（平和、地球環境、人権を守る運動を現場から地域へ、そして世界に・健康格差の克服に挑む医療・介
護の創造と社会保障制度の改善・生活と人生に寄り添う切れ目のない医療・介護の体系と方略づくり・高い倫理観
と変革の視点を養う職員育成の前進）をさらにすすめるために、県連理事会機能と県連事務局の体制強化を引き続
きすすめていきます。民医連の強みは全国組織としての連帯と団結の力で様々な困難を乗り越えられることです。
全日本民医連への結集をより強め、全日本民医連理事会機能である地協への結集を強めていきます。 

 

おわりに  

 昨年、民医連は結成７０周年を迎えました。私たちの運動は、人権を守り、公正でいのちとケアが大切にされ
る社会の実現をめざし、全ての活動場面において個人の尊厳を基本に据えると位置づけています。これは、この
70 年間、無差別・平等を貫いて共同のいとなみの視点で歩んできたからこそ、到達し得た方針だと考えていま
す。 
 そして、京都民医連がこれからの未来に向かって何を創造し、何をなすべきなのかを決定し、組織を存続させ
て前進させていく。そのために６次長計（案）の提起、そして最初の２年となる今期の運動方針を掲げました。
京都民医連の総力を結集した事業の進め方と組織改革、それを進めるための人材育成、それらを広げて共同組織
を新しい分野でのつながりなどで拡大し、まちづくりにも大きな飛躍を作り出そうという長期計画です。 
 次なる 80 周年に向かう私たちの前途は、これまで以上に人権と平和を巡る大きなせめぎ合いが繰り返される
10 年になるでしょう。コロナ禍を経てもなお進められる社会保障改悪など、一層厳しさを増す環境で活動するこ
とを余儀なくされるとも考えられます。改めて歴史に学び、平和で人権の尊重される社会を目指し、地域の住民
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とともに取り組みを進めていきましょう。 
 


